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平成２２年第１回砂川市議会定例会

平成２２年３月８日（月曜日）第１号

〇議事日程

開会宣告

開議宣告

日程第 １ 会議録署名議員指名

議事日程報告

議長諸般報告

日程第 ２ 会期の決定

日程第 ３ 主要行政報告

日程第 ４ 教育行政報告

日程第 ５ 議案第 １号 平成２１年度砂川市一般会計補正予算

議案第 ２号 平成２１年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算

議案第 ３号 平成２１年度砂川市下水道事業特別会計補正予算

議案第 ４号 平成２１年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算

議案第 ５号 平成２１年度砂川市介護保険特別会計補正予算

議案第 ６号 平成２１年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算

議案第 ７号 平成２１年度砂川市病院事業会計補正予算

［第１予算審査特別委員会］

散会宣告

〇本日の会議に付した事件

日程第 １ 会議録署名議員指名

尾崎 静夫議員

中江 清美議員

議事日程報告

議長諸般報告

日程第 ２ 会期の決定

自 ３月 ８日
１０日間

至 ３月１７日

日程第 ３ 主要行政報告

日程第 ４ 教育行政報告

日程第 ５ 議案第 １号 平成２１年度砂川市一般会計補正予算

議案第 ２号 平成２１年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算
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議案第 ３号 平成２１年度砂川市下水道事業特別会計補正予算

議案第 ４号 平成２１年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算

議案第 ５号 平成２１年度砂川市介護保険特別会計補正予算

議案第 ６号 平成２１年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算

議案第 ７号 平成２１年度砂川市病院事業会計補正予算

［第１予算審査特別委員会］

〇出席議員（１３名）

議 長 北 谷 文 夫 君 副議長 東 英 男 君

議 員 矢 野 裕 司 君 議 員 武 田 圭 介 君

飯 澤 明 彦 君 中 江 清 美 君

吉 浦 やす子 君 一ノ瀬 弘 昭 君

尾 崎 静 夫 君 土 田 政 己 君

辻 勲 君 小 黒 弘 君

沢 田 広 志 君

〇欠席議員（１名）

増 田 吉 章 君

〇 議 会 出 席 者 報 告 〇

１．本議会に説明のため出席を求めた者は次のとおりである。

砂 川 市 長 菊 谷 勝 利

砂川市教育委員会委員長 柴 田 良 一

砂 川 市 監 査 委 員 奥 山 昭

砂川市選挙管理委員会委員長 曽 我 治 彦

砂 川 市 農 業 委 員 会 会 長 奥 山 俊 二

２．砂川市長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

副 市 長 小 原 幸 二

市 立 病 院 長 小 熊 豊

総 務 部 長
善 岡 雅 文

兼 会 計 管 理 者

市 民 部 長 井 上 克 也

経 済 部 長 栗 井 久 司

建 設 部 長 西 野 孝 行

建 設 部 技 監 金 田 芳 一
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市 立 病 院 事 務 局 長 小 俣 憲 治

市 立 病 院 事 務 局 審 議 監 佐 藤 進

市 立 病 院 事 務 局 技 監 中 村 俊 夫

総 務 課 長 古 木 信 繁

広 報 広 聴 課 長 湯 浅 克 己

３．砂川市教育委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

教 育 長 四 反 田 孝 治

教 育 次 長 森 下 敏 彦

４．砂川市監査委員の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

監 査 事 務 局 局 長 中 出 利 明

５．砂川市選挙管理委員会委員長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

選挙管理委員会事務局長 善 岡 雅 文

６．砂川市農業委員会会長の委任を受け説明のため出席する者は次のとおりである。

農 業 委 員 会 事 務 局 長 栗 井 久 司

７．本議会の事務に従事する者は次のとおりである。

事 務 局 長 角 丸 誠 一

事 務 局 次 長 加 茂 谷 和 夫

庶 務 係 長 佐 々 木 純 人

議 事 係 長 石 川 早 苗
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開会 午前１０時００分

◎開会宣告

〇議長 北谷文夫君 おはようございます。ただいまから平成２２年第１回砂川市議会定

例会を開会いたします。

◎開議宣告

〇議長 北谷文夫君 本日の会議を開きます。

本日の会議に欠席の届け出のあった方を事務局長に報告させます。

議会事務局長。

〇議会事務局長 角丸誠一君 本日の会議に欠席と届け出のありました議員は、増田吉章

議員であります。

◎日程第１ 会議録署名議員指名

〇議長 北谷文夫君 日程第１、会議録署名議員の指名を議題とします。

会議録署名議員は、会議規則第７８条の規定により、尾崎静夫議員及び中江清美議員を

指名いたします。

本日の議事日程並びに議長の諸般報告は、お手元に配付のとおりであります。

◎日程第２ 会期の決定

〇議長 北谷文夫君 日程第２、会期の決定を議題とします。

お諮りいたします。

今定例会の会期は、本日から３月１７日までの１０日間にしたいと思います。ご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、会期は１０日間と決定をいたしました。

◎日程第３ 主要行政報告

〇議長 北谷文夫君 日程第３、主要行政報告を求めます。

市長。

〇市長 菊谷勝利君 （登壇） おはようございます。昨年の１２月の定例市議会以降に

おける主要行政について報告を申し上げます。

まず、１ページ目の総務部総務課の関係では、２点目の空知太会館に係る住民訴訟及び

富平町内会に対する土地の譲与に係る住民訴訟について、１月２０日、最高裁判所大法廷

において判決がありました。空知太の事件については、原判決を破棄し、札幌高等裁判所

へ差し戻しとなりましたが、違憲状態にあると判断されたところであります。また、富平
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の事件につきましては、相手方の上告が棄却されたところであります。

次に、２ページの広報広聴課の関係では、１点目の「市長と“すながわ”を語ろう」に

ついて、１２月の２１日、公民館において、社会教育事業「青年コミュニティ学院」及び

「成人式世話人会」で活躍する９名の青年たちと、まちづくりに対する意見交換を行った

ところであります。

５点目の新年交礼会について、１月８日、砂川パークホテルにおいて実施をいたしまし

た。２６０名のご参加をいただいたところであります。

６点目の第６期総合計画の策定に向けた取り組みについて、（１）の砂川市総合計画審

議会の関係でございますけれども、２月９日、第４回審議会を開催をし、基本計画の施策

及び人口推計について協議をしたところであります。

次に、３ページ、９点目の国の補正予算に伴う臨時交付金について、２月１日、国の第

２次補正予算において、地域活性化・きめ細かな臨時交付金が創設されたことに伴いまし

て、本交付金を活用するため実施計画を策定をし、空知支庁を通じて内閣総理大臣に提出

をさせていただきました。また、国の第１次補正予算において創設されました経済危機対

策臨時交付金並びに公共投資臨時交付金につきましても、実施計画書を提出をさせていた

だきました。

次に、６ページの市民部市民生活課の関係では、１５点目の中・北空知廃棄物処理広域

連合の設立等について、２月２日、地方自治法第２８４条第３項の規定により、中・北空

知廃棄物処理広域連合が設立されました。広域連合長には歌志内市長、泉谷和美氏が就任

をいたしました。同日に開催されました連合会議において、中・北空知３組合の可燃ごみ

の円滑な処理を協議することを目的に、中・北空知三組合調整会議が設立されたところで

あります。

次に、７ページ、社会福祉課の関係では、１点目の生活困窮世帯年末見舞金の支給につ

いて、１２月に民生児童委員を通じて、１００世帯に支給をさせていただきました。

５点目の特定医師が関与した聴覚障害に係る身体障害者手帳返還者への対応について、

手帳返還者の福祉サービスにおける返還額が確定したことから、２月の１８日以降対象者

１３名と随時面談し、返還を求めているところであります。

次に、１１ページの経済部商工労働観光課の関係では、５点目の砂川地域通年雇用促進

協議会について、通年雇用化の促進を図るため、記載のとおり通年雇用化バックアップ事

業として「通年雇用化支援セミナー」や「経営相談」を行うとともに、通年雇用化チャレ

ンジ事業として３つの講習を実施をさせていただきました。

６点目の北海道・道央空知企業立地セミナーについて、２月８日、東京ビッグサイトに

おいて、空知管内への企業立地を促進することを目的に開催をされた「北海道・道央空知

企業立地セミナー」に参加し、砂川市のＰＲを行ったところであります。

次に、１７ページ、市立病院の関係では、２点目の附属看護専門学校受験状況について
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報告をさせていただきます。平成２２年度入学の推薦入学試験は、１１月４日、受験者７

名に小論文・面接試験を実施をし、１１月１１日、７名全員の合格を発表いたしました。

また、一般入学試験は、１月の２１日、応募者数１６５名のうち１５６名に２次試験を実

施をし、２月９日、３４名の合格者を発表したところであります。

３点目の改築工事の発注状況について、昨年度発注した改築工事の進捗率は５５．６２

％となっているところであります。

以上申し上げまして、主要行政報告といたします。

◎日程第４ 教育行政報告

〇議長 北谷文夫君 日程第４、教育行政報告を求めます。

教育長。

〇教育長 四反田孝治君 （登壇） おはようございます。前定例会以降におきます教育

行政の主な内容につきましてご報告を申し上げます。

初めに、学務課所管でありますが、１点目の公立高等学校入試出願状況について申し上

げます。２月１５日、北海道教育委員会は、平成２２年度の公立高等学校入試出願状況を

公表いたしました。砂川高等学校は、定員１６０名に対し、出願数は１５９名で、１名の

定員割れとなったところであります。空知北学区の出願状況は、表のとおりであります。

次に、２ページ、学校給食センター所管について申し上げます。今回で４回目となる

「食生活についてのアンケート調査」を昨年１２月に市内小中学校の児童生徒の全員を対

象にして行ったところであります。アンケート調査の回収率は、小学校児童９７．６％、

中学校生徒７５．１％で、全体では９０．４％になり、昨年より４．９％下回ったところ

であります。「毎日朝食を食べますか」の問いでは、食べない日が多い（５．５％）、い

つも食べない（２．３％）と合わせて７．８％となっており、昨年の８．１％より若干改

善されておりますが、今後アンケート調査の結果分析等を詳細に行い、食生活の改善に結

びつくように活用するとともに、学校や関係部署などとの連携を図り、啓発を推進してい

く考えであります。

次に、３ページ、交流センター交流推進課所管について申し上げます。地域交流センタ

ーゆうの利用状況につきましては、昨年４月から今年２月までの施設利用の総計は２，５

５１件、６万４，５９３名であり、前年より２５２件の増、利用人員で１万２８１名の減

となっている状況であります。

以上申し上げまして、教育行政報告とさせていただきます。

◎日程第５ 議案第１号 平成２１年度砂川市一般会計補正予算

議案第２号 平成２１年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算

議案第３号 平成２１年度砂川市下水道事業特別会計補正予算
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議案第４号 平成２１年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算

議案第５号 平成２１年度砂川市介護保険特別会計補正予算

議案第６号 平成２１年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算

議案第７号 平成２１年度砂川市病院事業会計補正予算

〇議長 北谷文夫君 日程第５、議案第１号 平成２１年度砂川市一般会計補正予算、議

案第２号 平成２１年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算、議案第３号 平成２１年

度砂川市下水道事業特別会計補正予算、議案第４号 平成２１年度砂川市老人医療事業特

別会計補正予算、議案第５号 平成２１年度砂川市介護保険特別会計補正予算、議案第６

号 平成２１年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算、議案第７号 平成２１年度砂

川市病院事業会計補正予算の７件を一括議題とします。

各議案に対する提案者の説明を求めます。

総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 （登壇） 議案第１号 平成２１年度砂川市一般会計補正予算

についてご説明をいたします。

今回の補正は、第８号であります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であります。歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１

億７，００３万円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１１７億９，５２２万７，０

００円とするものであります。

第２条は、継続費の変更であります。８ページ、第２表、継続費補正に記載のとおり、

南吉野団地建設工事及び石山団地建設工事について総額と年割額を補正するものでありま

す。

第３条は、繰越明許費の追加であります。９ページ、第３表、繰越明許費補正に記載の

とおり、子ども手当システム改修事業、新型インフルエンザワクチン接種費扶助事業、全

国瞬時警報システム受信機等購入事業について平成２２年度に繰り越すものであります。

第４条は、債務負担行為の変更であります。１０ページ、第４表、債務負担行為補正に

記載のとおり、認定農家支援資金利子補給及び学校給食運搬委託の限度額の補正を行うも

のであります。

第５条は、地方債の変更であります。１１ページ、第５表、地方債補正に記載のとおり、

地方道路等整備事業債から公的資金補償金免除借換債までについて１億１，１００万円を

減額補正し、補正後の限度額を９億１，５２０万円とするものであります。

それでは、歳出からご説明いたしますが、大部分が決算見込みによる事業費の確定によ

るものでありますので、主なもの及び説明にアンダーラインを付してある新規事業を中心

に説明してまいります。

まず、７２ページをお開きいただきたいと存じます。１款議会費、１項１目議会費で一

つ丸、議会の運営に要する経費の２２８万１，０００円の減は、国家公務員の給与改定に
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準じた期末手当の改定によるものが主なものであります。

次に、７８ページ、２款総務費、１項５目財産管理費で一つ丸、財産管理に要する経費

のうち弁護士委託料６７万１，０００円の補正は、富平神社訴訟勝訴報償金２１万円と、

空知太神社訴訟及び富平神社訴訟に係る最高裁出頭の日当、旅費２名分４６万４００円で

あります。

同じく財政調整基金積立金２億５，１５５万４，０００円の補正は、基金積み立てによ

り財源調整を図るものであります。

次に、８０ページ、１０目市民生活推進費で一つ丸、北地区コミュニティセンターの管

理に要する経費のうち、修繕料１８５万４，０００円の補正は、センター裏側駐車場から

の出入り口設置に係る経費であります。

次に、８２ページ、２項１目徴税費で一つ丸、市税の賦課事務に要する経費のうち標準

宅地時点修正委託料５万３，０００円の補正は、北海道が実施し、平成２１年９月１８日

に発表されました地価調査の結果、地価の下落が見られたことから、砂川市内５地点の鑑

定評価を行うための委託料であります。

次に、８８ページ、３款民生費、１項１目社会福祉総務費で二重丸、住宅用火災警報器

助成に要する経費５５６万８，０００円の減は、当初１，２５３世帯を見込んでおりまし

たが、６６３世帯ほどの設置見込みとなったことによる減であります。

次に、９０ページ、２目知的障害者福祉費で一つ丸、知的障害者自立支援に要する経費

１，４４４万５，０００円の補正は、サービス利用者４名の増によるものであります。

同じく３目身体障害者福祉費で一つ丸、身体障害者自立支援に要する経費のうち自立支

援医療費２，３２０万４，０００円の補正は、対象者月平均１０人程度の増、特に生活保

護受給者の増によるものであり、自立支援給付費９９２万７，０００円の補正は、施設入

所者の増などによるものであります。

次に、９４ページ、２項１目児童福祉費で一つ丸、児童の養育に要する経費のうち子ど

も手当システム改修委託料４０５万３，０００円の補正は、子ども手当を支給するための

電算システム改修費用であり、２２年４月にシステム改修を終える見込みのため、全額翌

年度に繰り越すものであります。

同じく一つ丸、子ども通園センターの運営管理に要する経費のうち備品購入費３４万７，

０００円の補正は、ＦＦ式ストーブ更新とパソコン購入に係る経費であります。

次に、１００ページ、４款衛生費、１項２目予防費で一つ丸、感染症予防に要する経費

のうち新型インフルエンザワクチン接種費扶助４８０万７，０００円の減は、１３歳以上

の接種回数が２回から１回に変更となったことによる減であります。また、残る予算２，

５３８万６，０００円のうち３１６万円については、国の指針により２２年４月以降につ

いても接種対象として拡大された健康成人のほか優先接種対象者も含め、当面ワクチン接

種を継続し、費用負担軽減措置についても継続することとされたことから、翌年度に繰り



－9－

越すものであります。

次に、１０２ページ、２項１目ごみ処理費で一つ丸、ごみ収集、処理に要する経費のう

ち処理場維持管理委託料３４２万３，０００円の減は、事業費確定による減であります。

次に、１０４ページ、５款労働費、１項１目労働諸費で二重丸、緊急雇用創出事業に要

する経費のうち商店街交通量、通行量等調査委託料２６３万６，０００円の減は、事業確

定による減であります。

次に、１１０ページ、７款商工費、１項１目商工振興費で二重丸、企業振興促進補助金

１，０３７万３，０００円の補正は、企業施設建設４社に対する補助金であります。

次に、１１４ページ、８款土木費、２項３目道路橋梁新設改良費で二重丸、道路橋梁新

設改良事業費２，１５８万８，０００円の減は、事業費確定による減によるものでありま

す。

次に、１１８ページ、５項１目市営住宅管理費で一つ丸、改良住宅の管理に要する経費

のうち宮川中央団地高齢改善工事費４０５万２，０００円の減は、事業費確定による減で

あります。

同じく３目市営住宅建設費で二重丸、南吉野団地建設事業費１，１７５万６，０００円

及び石山団地建設事業費７６９万７，０００円の減は、事業費確定による減であります。

次に、１２２ページ、９款消防費、１項１目消防費で一つ丸、砂川地区広域消防組合負

担金１，０９７万５，０００円の減は、消防ポンプ車整備に係る事業費確定及び消防組合

で借り入れする起債対象経費の増により砂川市負担分の減が主なものであります。

同じく２目災害対策費で一つ丸、災害対策に要する経費の全国瞬時警報システム受信機

等購入費６２８万３，０００円の補正は、地震速報、気象情報、有事の際の弾道ミサイル

情報など緊急情報を衛星回線を通じて国が自治体へ通知し、早期対応と災害の軽減を図る

ことを目的に導入するもので、経済危機対策による国の補正予算において防災情報通信設

備事業交付金が新設され、全額子機で整備するものでありますが、受信機等の納入は２２

年４月以降の見込みのため、全額翌年度に繰り越すものであります。

次に、１２６ページ、１０款教育費、２項１目小学校管理費で二重丸、学校ＩＣＴ環境

整備事業に要する経費１，８６１万７，０００円の減及び１２８ページ、３項１目中学校

管理費で二重丸、学校ＩＣＴ環境整備事業に要する経費６４１万７，０００円の減は、事

業費確定による減であります。

次に、１４２ページ、１２款諸支出金、２項２目下水道会計繰出金１，９１２万２，０

００円の減は、下水道使用料金６７２万円の増と、前年度の精算による砂川市分の使用水

量の減による流域下水道組合負担金６４７万１，０００円の減が主なものであります。

同じく３目病院会計繰出金７，８９８万７，０００円の補正は、地方交付税の算定にお

いて主に病床に係る単価がふえたことによるものであります。

次に、１４４ページ、１３款職員費、１項１目職員費で一つ丸、職員の給与等に要する
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経費２，４３０万３，０００円の減は、主に中途退職者及び人事院勧告による期末手当０．

３５カ月減などによるものであります。

以上が歳出でありまして、歳入については１３ページ、総括でご説明を申し上げます。

１款市税は１２１万１，０００円の補正となりますが、原油高による北電の法人市民税の

減を主とした法人市民税１，７１３万４，０００円が減となるものの、過疎法の免除が終

了したことによる固定資産税１，４５６万２，０００円やたばこ税の増によるものであり

ます。

１０款地方交付税は２億７，５９５万９，０００円の補正となりますが、普通交付税で

当初予算計上３６億６，０００万円に対し、決定額が３９億３，５９５万９，０００円と

なったことによるものであります。

１３款使用料及び手数料は１，０５６万８，０００円の減となりますが、主に住宅、市

営住宅使用料８２１万９，０００円の減で、所得の減などによるものであります。

１４款国庫支出金は１，５６４万円の補正となりますが、知的障害者福祉費負担金７２

２万２，０００円、身体障害者福祉費負担金１，７６０万１，０００円、地域活力基盤創

造交付金事業費補助金８４４万円の増のほか、学校情報通信技術環境整備事業費補助金１，

０８４万７，０００円の減などによるものであります。

１８款繰入金は１，３７７万８，０００円の減となりますが、財政調整基金繰入金１，

２４６万４，０００円の減が主なものであります。

２１款市債は１億１，１００万円の減となりますが、事業確定による減のほか公的資金

補償金免除借換債において借りかえの一部を取りやめたことによるものであります。

以上が歳入の主なものであります。なお、１４６ページに継続費に関する調書、１４８

ページに債務負担行為に関する調書、１５０ページに地方債に関する調書を添付しており

ますので、ご高覧をいただき、よろしくご審議をいただきますようお願いを申し上げます。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 私から議案第２号、４号、５号、６号の４議案につ

いてご説明申し上げます。

初めに、議案第２号 平成２１年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算についてご説

明申し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３１

万４，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ２５億３，９７３万７，０００

円とするものであります。

それでは、歳出からご説明申し上げます。３４ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で１３６万２，０００円の減は、一般管理事務に要する経費の給料以

下記載の人件費の減、高額介護合算制度のシステム改修を国保連合会が行ったことによる
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高額療養費支給システム改修委託料１００万円の減、高齢受給者証発行システムの一部改

正に伴うプログラム変更委託料１０万円の増のほか、その他の経費３３万３，０００円の

減は、保険証の配達方法を配達記録郵便から簡易書留郵便に変更したことによる単価の減

及び旅費の減によるものであります。また、国保事業共同電算化に要する経費１０万円の

増は、電算業務委託件数の増によるものであります。

２目運営協議会費で８万６，０００円の減は、開催回数の減であります。

３６ページをお開き願います。２項徴税費、１目賦課徴収費で１万７，０００円の増は、

その他の経費の消耗品費であります。

３項１目特別対策事業費で３２万５，０００円の減は、医療費適正化対策に要する経費

のうち共済費等の確定に伴う減、ジェネリックカードを消耗品で購入したことによる印刷

製本費１９万４，０００円の減、備品購入費で生活習慣病予防システムソフト購入費９万

円の減などによるものであり、収納率向上対策に要する経費のうちその他の経費２万円は

消耗品費の増によるものであります。

３８ページをお開き願います。２款保険給付費、１項１目一般被保険者療養給付費で７

００万円の減、２目退職被保険者等療養給付費で１，２００万円の増は、医療費の増減に

よるものであります。

４目退職被保険者等療養費で５９万３，０００円の減は、件数の減であります。

５目審査手数料で１０万円の増は、審査件数の増であります。

４０ページをお開き願います。２項２目退職被保険者等高額療養費で１５０万円の増は、

１件当たりの高額医療費の増によるものであります。

５項１目葬祭費で１５万円の減は、件数の減によるものであります。

４２ページをお開き願います。３款後期高齢者支援金等、１項１目後期高齢者支援金で

３８万２，０００円の増、続きまして４４ページの４款前期高齢者納付金等、１項１目前

期高齢者納付金で８万円の減、続きまして４６ページの５款老人保健拠出金、１項１目老

人保健医療費拠出金で５２万５，０００円の減及び４８ページの６款介護納付金、１項１

目介護納付金で２８万１，０００円の減は、それぞれ支援金、納付金、拠出金の確定によ

るものであります。

５０ページをお開き願います。８款保健事業費、１項１目特定健康診査等事業費で３７

５万８，０００円の減は、主に健診委託料３６４万円の減によるもので、これは個人負担

分１，５００円につきまして、昨年同様に歳入の諸収入で予定をしておりましたが、本年

度から特定健診委託業者が受診者から直接個人負担分を徴収し、健診委託請求額からその

分を除くこととしたため、直接徴収分２０２万８，０００円が減となり、加えて特定健診

受診者数の減により健診委託料全体で３６４万円の減となるものであります。

２項１目疾病予防費で９４万９，０００円の減は、説明欄の無受診世帯記念品、健診委

託料、がん検診負担金、インフルエンザ予防接種負担金等の確定によるものであります。
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５２ページをお開き願います。９款基金積立金、１項１目基金積立金で１３万２，００

０円の増は、基金運用利息の積み立てであります。

５４ページをお開き願います。１１款諸支出金、１項１目特定健康診査等過年度過誤納

還付金で６６万４，０００円の増は、平成２０年度の特定健康診査等負担金の国及び北海

道の精算返還金であります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては７ページ、総括でご説明をさせていただ

きます。１款国民健康保険税で６７６万９，０００円の増は、一般被保険者分で４０６万

８，０００円の増、退職被保険者分で２７０万１，０００円の増によるものであります。

２款国庫支出金で５８８万４，０００円の減、３款療養給付費等交付金で１，９４０万

円の増、４款前期高齢者交付金で２５万２，０００円の減、５款道支出金で１，９２２万

１，０００円の増は、いずれも歳出の保険給付費に基づく国、診療報酬支払基金及び北海

道の負担ルール分による増減であります。

６款財産収入で１３万１，０００円の増は、基金運用利息の増であります。

７款共同事業交付金で２，８６０万円の減は、高額医療費共同事業及び保険財政共同安

定化事業の対象医療費の減によるものであります。

８款繰入金で８８４万３，０００円の減は、主に保険基盤安定分及び財政安定化支援事

業分の減による一般会計繰入金の減によるものであります。

１０款諸収入で２２５万６，０００円の減は、歳出の特定健診委託料でご説明いたしま

したが、個人負担金１人１，５００円を特定健康診査委託業者が受診者から直接徴収する

こととなり、予算計上額２５２万６，０００円全額の減が主なものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。

続いて、議案第４号 平成２１年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算についてご説

明申し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１１

７万１，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ６０９万円とするものであり

ます。

それでは、歳出からご説明申し上げます。２０ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で９，０００円の減は、電算業務等委託料と通信運搬費の減でありま

す。

２２ページをお開き願います。２款医療諸費、１項１目医療給付費で７８万円の減は、

医療費の減によるものであります。

３目診査支払手数料で１万２，０００円の減は、審査件数の減によるものであります。

４目高額療養費で３７万円の減は、対象医療費の減によるものであります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては５ページ、総括でご説明させていただき
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ます。１款支払基金交付金で５４万４，０００円の減、２款国庫支出金で４４万６，００

０円の減、３款道支出金で１１万１，０００円の減は、医療費の減による負担ルール分の

減額であります。

４款繰入金で１１万７，０００円の減は、主に医療費の減による一般会計繰入金の減に

よるものであります。

５款繰越金で１，０００円の減は、平成２０年度決算において繰越金が発生しなかった

ことによる減であります。

６款諸収入で４万８，０００円の増は、返納金の増によるものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続いて、議案第５号 平成２１年度砂川市介護保険特別会計補正予算についてご説明申

し上げます。

今回の補正は、第２号となります。

第１条は、歳入歳出予算の総額であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６，

４４２万７，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１４億８，９０９万７，

０００円とするものであります。

それでは、歳出からご説明申し上げます。２２ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で１４万４，０００円の減は、通信運搬費の減によるものであります。

３項１目介護認定審査会費で１４万９，０００円の減は、主に審査回数の減による委員

報酬の減であります。

３項２目認定調査費で４８万２，０００円の減は、主に主治医意見書の手数料及び調査

委託料の減によるものであります。

２４ページをお開き願います。２款保険給付費、１項介護サービス等諸費で５，５０９

万４，０００円の減は、２目地域密着型介護サービス給付費で２，７２３万８，０００円

の減及び３目施設介護サービス給付費で２，８９３万６，０００円の減が主なものであり

ます。

２６ページをお開き願います。２項介護予防サービス等諸費で９４９万７，０００円の

減は、主に１目介護予防サービス給付費で１，１６４万円の減によるものであります。

２８ページをお開き願います。３項高額介護サービス等費で２７３万２，０００円の増

は、主に１目高額介護サービス費の増によるものであります。

３２ページをお開き願います。３款１目基金積立金４０万１，０００円の増は、１目基

金積立金の介護給付費準備基金積立金の増及び２目介護従事者処遇改善臨時特例基金積立

金で平成２０年度に設置した同基金の運用利子積み立てによる増であります。

３４ページをお開き願います。４款地域支援事業費で２１９万４，０００円の減は、１

項介護予防事業費で１０９万３，０００円の減及び３６ページの２項包括的支援事業・任

意事業費で１１０万１，０００円の減によるものであります。
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以上が歳出でありますが、歳入につきましては５ページ、総括でご説明させていただき

ます。１款保険料で５３１万２，０００円の減は、主に所得階層第４段階から第７段階の

被保険者数の減によるものであります。

２款分担金及び負担金で１１０万３，０００円の減は、配食サービスなどの地域支援事

業の自己負担金の減によるものであります。

３款国庫支出金で２，１７６万５，０００円の減、４款支払基金交付金で１，８８６万

４，０００円の減、５款道支出金で８９０万３，０００円の減、１つ飛んで７款繰入金で

８６２万９，０００円の減は、介護給付費の減等により負担ルール分をそれぞれ減額する

ものであります。

６款財産収入で１４万９，０００円の増は、基金運用利子の増によるものであります。

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

続いて、議案第６号 砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算についてご説明申し上げ

ます。

今回の補正は、第１号となります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，

２７８万９，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ４億５，８３４万６，０

００円とするものであります。

それでは、歳出からご説明申し上げます。１８ページをお開き願います。１款総務費、

１項１目一般管理費で８，０００円の減は、被保険者等封入封緘委託料の減であります。

２項１目徴収費で４，０００円の増は、主に口座振替手数料の増によるものであります。

２０ページをお開き願います。２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金で１，２４

７万８，０００円の減は、説明欄に記載のとおり事業費分負担金以下各負担金の確定によ

る増減であります。

２２ページをお開き願います。３款保健事業費、１項１目健康保持増進事業費で３０万

７，０００円の減は、主に後期高齢者健康診査委託料の減であります。

以上が歳出でありますが、歳入につきましては５ページ、総括でご説明させていただき

ます。１款後期高齢者医療保険料で６５３万１，０００円の減は、主に所得割賦課対象額

の減によるものであります。

２款後期高齢者医療広域連合支出金４，０００円の減は、後期高齢者医療特別対策交付

金の確定による減であります。

３款繰入金で５９８万２，０００円の減は、主に療養給付費に係る一般会計繰入金の減

であります。

４款繰越金で３万３，０００円の増は、前年度繰越金の確定によるものであります。

５款諸収入で３０万５，０００円の減は、健康診査受診者数の減による後期高齢者医療

広域連合からの健康診査受託事業収入の減であります。



－15－

以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。

〇議長 北谷文夫君 建設部長。

〇建設部長 西野孝行君 （登壇） 議案第３号 平成２１年度砂川市下水道事業特別会

計補正予算についてご説明申し上げます。

今回の補正予算は、第２号であります。

第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６，

１７３万４，０００円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１６億５，３９３万６，

０００円とするものであります。

第２条は、地方債の補正であり、４ページの第２表、地方債補正に記載のとおり、公共

下水道整備事業債と個別排水処理施設整備事業債については事業完了見込みにより、公的

資金補償金免除借換債については簡保資金の繰上償還の減額により補正するもので、合計

で４，７９０万円を減額し、補正後の限度額を９億４，６１０万円とするものであります。

補正の主なものにつきまして、２０ページの歳出からご説明いたします。１款下水道費、

１項１目一般管理費２０万２，０００円の増は、平成２０年度分消費税納付額の確定によ

る公課費２８万１，０００円の増が主なものであります。

２目維持管理費８６８万６，０００円の減は、人事異動などによる人件費１５３万円の

減、管渠清掃委託などの契約額確定による委託料７６万４，０００円の減及び平成２０年

度分汚水処理水量の確定に伴う流域下水道組合負担金６４７万１，０００円の減が主なも

のであります。

２２ページ、３目水洗化促進費は、財源内訳の変更であります。

４目公共下水道整備事業費２８７万８，０００円の減は、人件費１３０万円の減及び工

事契約額の確定などによる工事請負費１２７万２，０００円の減が主なものであります。

２６ページ、２款個別排水処理事業費、１項１目個別排水処理事業費６４０万３，００

０円の減は、合併処理浄化槽の設置基数を当初１０基予定しておりましたが、設置基数の

見込みが５基となったことによる工事請負費５８７万８，０００円の減と、浄化槽維持管

理委託の契約額確定による４７万３，０００円の減が主なものであります。

２８ページ、３款公債費、１項１目元金４，０１７万７，０００円の減は、簡保資金の

補償金免除繰上償還４，０１３万８，０００円の減が主なものであり、これは簡保資金の

繰上償還総額が５，０００億円と定められておりましたが、全体の希望額が５，０００億

円を超えたため、各団体ごとに減額調整されたことによるものであります。

２目利子３７９万２，０００円の減は、繰上償還借換債などの借り入れ利率の確定によ

るものであります。

続きまして、歳入につきましては５ページの総括でご説明いたします。１款分担金及び

負担金１万９，０００円の減は、合併処理浄化槽設置基数の減による個別排水処理分担金

の減と、下水道受益者負担金の現年賦課分の確定による増が主なものであります。
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２款使用料及び手数料５３６万３，０００円の増は、下水道使用料現年度分の増が主な

ものであり、本年度の汚水排水量が前年に比べ増加していることによるものであります。

４款繰入金１，９１２万２，０００円の減は、使用料収入の増と借り入れ利率の確定に

よる利子の減などによるものであります。

５款繰越金６８万円の増は、平成２０年度決算確定によるものであります。

６款諸収入７３万６，０００円の減は、水洗便所改造資金貸付件数の減による貸付金元

利収入１３１万６，０００円の減と、石山川河川改修工事に伴う汚水管移設工事の北海道

からの補償金６４万８，０００円の増が主なものであります。

７款市債４，７９０万円の減は、公共下水道整備事業債で汚水管移設工事の砂川市負担

分が減少したことによる２４０万円の減、個別排水処理施設整備事業債で合併処理浄化槽

設置工事費の減による５３０万円の減及び補償金免除繰上償還借換債で簡保資金の繰上償

還額の減額調整による４，０２０万円の減によるものであります。

なお、３０ページには地方債に関する調書を添付しておりますので、ご高覧をいただき、

よろしくご審議賜りますようお願いいたします。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 議案第７号 平成２１年度砂川市病院事業

会計補正予算についてご説明申し上げます。

１ページをごらんください。初めに、第１条は今回の補正予算を第２号とするものであ

ります。

第２条は、予算第２条に定めた業務の予定量を補正するもので、（２）、年間患者数を

入院で７，９９０人減の１３万３，７４０人、外来で３，１３０人増の２５万７，７２１

人とし、（３）、１日平均患者数を入院で２２人減の３６６人、外来で１０人増、１２人

増の１，０６０人とするものであります。

第３条は、予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を補正するもので、病院事

業収益で１億９，６４６万５，０００円を減額し、収入の総額を９７億６，４０３万２，

０００円、病院事業費用で１億４，４９７万円を減額し、支出の総額を９８億１，５５２

万７，０００円とするものであります。

２ページをお開きください。第４条は、予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定

額を補正するもので、本文括弧書き中「不足する額３億９，３９３万９，０００円は、過

年度分損益勘定留保資金３億９，３９３万９，０００円」を「不足する額３億９，４８７

万２，０００円は、過年度分損益勘定留保資金３億９，４８７万２，０００円」に改める

ものであります。これは、資本的収入で５４８万円を減額し、収入の総額を４５億９，４

９９万８，０００円、資本的支出で４５４万７，０００円を減額し、支出の総額を４９億

８，９８７万円とするものであります。

第５条は、予算第５条に定めた債務負担行為の補正であります。医療器械器具等整備で
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２億９，０５０万２，０００円減額し、１４億３，３４９万８，０００円に限度額を補正

するものであります。

第６条は、予算第６条に定めた企業債の補正であります。医療機械器具整備事業分で６

５０万円減額し、１億３５０万円とするもので、総額４０億６，５３０万円に限度額を補

正するものであります。

第７条は、予算第８条に定めた議会の議決を得なければ流用することのできない経費の

うち、（１）、職員給与費を５４億５，２９３万４，０００円とするものであります。

３ページをごらんいただきたいと存じます。第８条は、予算第９条に定めた棚卸資産の

購入限度額を１５億６，２７３万６，０００円とするものであります。

４ページをごらんいただきたいと存じます。収益的収入でありますが、１項医業収益２

億９，９４４万６，０００円を減額するもので、内訳は１目入院収益で３億５，１４４万

５，０００円の減額、２目外来収益で６，０７１万５，０００円の増額、３目その他医業

収益で８７１万６，０００円の減額であり、入院収益については１人当たりの診療単価に

ついては増加しておりますが、延べ患者数が減少したこと、また外来収益については延べ

患者数及び１人当たりの診療単価が増加したことによるものであります。その他医業収益

は、主に診療受託料が減少したことによるものであります。

２項医業外収益１億２７９万１，０００円の増額は、主に交付税算定基礎額の増額によ

る他会計負担金の増によるものであります。

６ページをごらんいただきたいと存じます。３項看護専門学校収益９７万１，０００円

の減額は、主に生徒数の減少により負担金交付金が減少となったものであります。

４項特別利益１１６万１，０００円の増額は、前年度以前の医療費調定による過年度損

益の修正益によるものであります。

８ページの収益的支出でありますが、１項医業費用１億３，３５２万７，０００円を減

額するもので、内訳は１目給与費１億４，６３０万２，０００円減額で、１節給料におい

て人事異動等による新陳代謝、また看護師については育児休業、年度内退職者の増が主な

要因で４，９４６万８，０００円減額、２節手当において人事院勧告が主な要因で１億７

９０万円減額、３節賃金において短期出張医師の減、また看護師では臨時職員から正規職

員への登用等が主な要因で１，０７２万４，０００円減額、４節法定福利費において共済

組合負担金の負担金率の増が主な要因で２，１７９万円増額となったことによるものであ

ります。

２目材料費６，０７６万円の増額は、主に１節薬品費においてジェネリック医薬品の採

用推進等により６，８８０万８，０００円減額、２節診療材料費において高度医療実践に

よる診療材料の増などにより１億３，１３３万９，０００円増額となったことなどによる

ものであります。

１０ページをごらんいただきたいと存じます。３目経費４，８２６万２，０００円の減
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額は、主に７節光熱水費において電気使用料等の減により６７５万円減額、８節燃料費に

おいて重油使用料等の減により７６４万６，０００円減額、１１節修繕費において住宅用、

医療用など修繕件数の減により１，７９３万１，０００円減額。１３ページをお開き願い

たいと存じます。１５節委託料において１，１５４万１，０００円減額となったことなど

によるものであります。

４目減価償却費２万５，０００円の減額は、建物及び器械備品に係る減価償却費であり

ます。

５目資産減耗費１８８万８，０００円の増額は、医師住宅４件、地下道解体、車両廃車

に係る固定資産除却費であります。

６目研究研修費１５８万６，０００円の減額は、主に４節旅費において道内、道外旅費

の執行件数の減により４３６万８，０００円減額、５節研究雑費において研究受託料の増

により２３０万３，０００円増額となったことなどによるものであります。

１４ページをごらんいただきたいと存じます。２項医業外費用３８７万円の減額は、主

に１目支払利息及び企業債取扱諸費で１節企業債利息において当初積算時の利率を下回っ

たことから４５万８，０００円減額、３目消費税で改築事業に伴い、課税仕入れに係る消

費税額が増となることから３４１万１，０００円減額となったことなどによるものであり

ます。

３項看護専門学校費用５７９万６，０００円の減額は、１目給与費で主に人事院勧告に

より３４８万８，０００円減額、２目経費で主に旅費交通費や修繕費において執行件数の

減により２３０万８，０００円減額となったことによるものであります。

１６ページをごらんいただきたいと存じます。４項特別損失１７７万７，０００円の減

額は、１目過年度損益修正損で前年度以前の医療費調定による過年度損益の修正損による

ものであります。

１８ページをごらんいただきたいと存じます。資本的収入でありますが、１項企業債６

５０万円の減額は、医療機械器具整備事業分で６５０万円減額するものであります。

２項投資償還金７０万１，０００円の増額は、看護学生学資貸与金で償還期間中におい

て繰上償還が増となったことによるものであります。

５項寄附金３１万９，０００円の増額は、市立病院改築整備資金及び病院事業整備資金

として寄附を受けたものであります。

２０ページをごらんいただきたいと存じます。資本的支出で、１項建設改良費３４４万

３，０００円の減額は、１目改築事業費、２節事務費で給与費の手当について１５０万１，

０００円増額し、２目資産購入費で医療機器購入の際の入札減等により４０２万１，００

０円減額、４目建設利息で改築に係る企業債の利息が当初積算時の利率を下回ったことか

ら９２万３，０００円減額となったものであります。

３項投資１１０万４，０００円の減額は、１目長期貸付金で看護学生への学資金、学資
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貸与金が当初予定していた貸与者数を下回ったことによるものであります。

２２ページ以降は関連資料でありますので、ご高覧いただきまして、よろしくご審議く

ださいますようお願い申し上げます。

〇議長 北谷文夫君 以上で各議案の提案説明を終わります。

１０分間休憩いたします。

休憩 午前１１時０２分

再開 午前１１時１２分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の会議を開きます。

これより議案第１号から第７号までの一括総括質疑に入ります。

質疑ありませんか。

小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 （登壇） それでは、議案第１号から第７号を順次総括質疑を行ってま

いります。

まず、議案第１号の一般会計についてなのですけれども、今回歳入で市税について、国

とかほかの自治体ではかなり不況というか世界的な経済危機で大幅な市税の減少が話題に

なっているのですが、今回の補正予算を見ますと１２１万１，０００円の増という形で計

上されています。もちろん先ほど提案説明でもありました法人税の減とか、固定資産税の

増というようなことはあるのですけれども、本当にほかの自治体では相当な減額で大変だ

という話がある中で、砂川市に何か特徴的なものがあるのか、その辺をまずお伺いをした

いと思います。

それから、３月補正段階ということになりますと、ほぼ決算状況というようなことでい

いと思うのですけれども、３月補正段階における各基金の残高を教えていただきたいと思

います。できれば、いざというときに使える基金、あるいはこれは特定の目的であってと

いうような分け方をしていただければ、なおよろしいのですけれども。

３点目は、諸支出金の病院会計の繰出金についてお伺いをしたいのですけれども、今回

は当初、補正で７，８００万と、結構大きな補正ということになっています。先ほどの提

案説明でいきますと、交付税が上がったというようなお話でありましたけれども、これは

私ちょっと調べていきますと、病院会計の繰出金というのは年度によって結構ばらつきが

あったりするのです。４億程度のときがあったり、昨年なんかは１０億というような形が

あります。本来病院会計は病院が独自できちっとプラ・マイでやっていただくことなので

しょうけれども、一般会計からの繰出金という形がほぼ先ほどの提案説明であった７，８

００万の増みたいな形の地方交付税によるものなのかどうなのかという点は、少し代表的

なというか、主な項目でもしあれば教えていただきたいと思います。

一般会計は以上です。

続いて、議案第５号の介護保険特別会計補正予算でお伺いをしたいのですけれども、こ
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のたびの補正の減額が６，０００万を超えて、主なものが介護サービスの給付費の減なの

ですけれども、この主な要因についてお伺いをいたします。先ほど提案説明で地域密着型

サービスあるいは介護予防サービスの給付費の減ということだったのですけれども、もう

少し具体的にお伺いができればと思います。

続いて、議案の第７号 病院事業会計補正予算での総括質疑なのですけれども、３月補

正予算でこれを見ていきますと、収益的収支においては昨年に引き続いて赤字となってお

りまして、赤字額は５，１４９万５，０００円となると思いますけれども、昨年も１億５，

０００万の収益的収支では赤字、ことしもまた５，０００万以上の赤字ということになっ

ておりまして、これから今病院が立ち上がって、１０月には新病棟が完成あるいは移転、

開院という形になるのですけれども、ちょっと２年連続の赤字というのは心配であります。

その主な原因についてお伺いをいたします。

以上です。

〇議長 北谷文夫君 総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 （登壇） それでは、私のほうから一般会計の、まず最初に市

税の関係でございます。他市は大幅に落ちているのに、砂川市が１２１万１，０００円ほ

ど増となっている特徴的な要因ということでご答弁を申し上げます。平成２１年度の当初

予算でございますけれども、２１億１，８９１万７，０００円で、平成２０年度の予算で

ございますけれども、これにつきましては２２億４７３万９，０００円でございまして、

これを比較しますと２１年度は８，５８２万２，０００円予算段階で減額の予算としたと

ころでございます。これにつきましては、長引く不況や原油高の影響により、個人所得や

法人決算の落ち込みや、固定資産の評価替えに伴う減価などを考慮したものでございます。

今回の補正予算は、当初と比べて１２１万１，０００円の増額補正となっているところで

ありますが、これにつきましては平成２１年度当初賦課を踏まえ、その後の異動などによ

り、最終的に今年度税収として見込めるものを補正したものであります。市民税では、個

人市民税は当初見積もりと比べ、課税実績でおおむね予定どおりでございました。法人市

民税は、リサイクル業や建設機械関連業、生命保険業などが予想を上回る減収の決算とな

ったことから１，７００万円ほどの減額補正となりました。一方、固定資産税でございま

すけれども、額については北海道が評価する大規模な固定資産の課税額が見込みを大きく

上回ったということと、それから過疎法による課税免除終了に伴い、課税額が増加したこ

と等から１，６００万ほどの増額の補正となったところであります。市たばこ税は、１年

間の消費本数を予想し、当初予算を算出しておりましたが、消費の減少幅を６％ほどと予

想しておりましたが、これまで２．５％程度の落ち込みで推移していることから５０５万

円ほどの増額補正といたしました。税目ごとに予算と実績との差額を補正するものであり

ます。以上のことから総体では、当初予算２１億１，８９１万７，０００円から１２１万

１，０００円の増額で、総額２１億２，０１２万８，０００円とする補正予算であります
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が、前年の平成２０年度の市税収入決算、この額が２２億２，４４１万９，０００円でご

ざいますから、これと比べますと１億４２９万１，０００円の減額となっているところで

あり、不況の影響より税収は結果として大きく落ちているものでございます。

続きまして、３月段階、３月末段階の基金残高でございます。３月末でいわゆる一般的

に使える基金の総額は１１億５，２６９万４，０００円でございます。その内訳でござい

ますけれども、積み立て基金、これは財政調整基金と減債基金がございます。財政調整基

金では８億３，２７５万７，０００円、それから減債基金１億３，１４４万円、これを合

わせますと９億６，４１９万７，０００円となるものでございます。そのほかにもう一つ

特定目的基金がございます。これは、まちづくり事業基金と社会福祉基金がございまして、

この特定目的基金の総額は１億８，８４９万７，０００円となるものでございまして、そ

の内訳でございます。まちづくり事業基金９，９６６万円、社会福祉基金８，８８３万７，

０００円となるものでございます。これとは別に自由に使えないものとして定額運用基金

がございますけれども、それは土地開発基金、これは９，０５２万１，０００円ございま

すし、その他の定額運用基金としては市営住宅敷金基金６，０３４万３，０００円がござ

います。基金の内容については以上でございます。

続きまして、諸支出金での病院会計繰出金が多くなっている、その理由、繰出金の内訳

と、積算の特徴的な項目ですか、これについてお答えをいたします。病院会計繰出金は、

普通交付税、特別交付税においてベッド数に応じて算定されるもの、起債償還分などとし

て算定されているものなどのほか、ルールを決めて繰り出しているところであります。今

回の７，８９８万７，０００円の増につきましては、国が公立病院に関する財政措置を拡

充したことが主な要因であります。普通交付税分は９，２１９万８，０００円の増、特別

交付税分は１，３５３万７，０００円の減となったところであります。内訳につきまして

は、普通交付税分につきましては、ベッド１床当たりの単価が２３．２％の伸びとなり、

５，９６９万１，０００円の増となったものが大きな要因であります。救急告示病院分の

特別交付税からの移行により、特別交付税から普通交付税に救急医療分は変わりましたの

で、それで普通交付税では４，８１７万６，０００円の増となったことから総体で増とな

ったところであります。一方、特別交付税分につきましては、精神病床の１床当たりの単

価の増、周産期医療の単価の増、新たな算定項目の増などがありましたが、救急病院分と

しては普通交付税に移行しましたので、特別交付税では４，４２０万円の救急医療分では

減となったことなどから、特別交付税では減となっているものでございます。

以上でございます。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 議案第５号の介護保険特別会計で、保険給付費で約

６，０００万円の減額となる要因は何か、具体的な要因は何かということでありますけれ

ども、初めに介護保険制度が平成１２年４月にスタートし、本年度は平成２１年度から２
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３年度の３カ年を計画期間とする第４期介護保険事業計画の初年度であり、平成２１年４

月からは制度開設以来初めて介護報酬が引き上げ改定となり、本年度の保険給付費の積算

に当たっては平成２０年度の保険給付費等の動向を分析し、本年度新たに開設する施設等

を把握の上、介護報酬改定率３％を見込み、当初予算を計上したところであります。

お尋ねの２款保険給付費で６，１８５万９，０００円の減につきましては、１項２目地

域密着型介護サービス給付費で２，７２３万８，０００円の減、１項３目施設介護サービ

ス給付費で２，８９３万６，０００円の減、２項１目介護予防サービス給付費で１，１６

４万円の減によるものが主なものであります。

それぞれの主な具体的な内容につきましては、１項２目地域密着型介護サービス給付費

では、昨年６月にツーユニット１８名で開設を見込んでいた市内の地域密着型認知症対応

グループホームの開設時期がおくれ、昨年１１月に１ユニット９名の定員で開設し、本年

２月から当初の計画であるツーユニット１８名の定員となったことによるものであります。

影響額につきましては、グループホームに入所しますと１人当たり月額約２４万円の保険

給付費が発生いたしますが、グループホームの定員１８名のうち約９割に当たる１６名が

市内からの入居と考えて保険給付費を見込んでおりましたところ、開設時期がおくれたこ

とにより約２，６８８万円の減となったものであります。

次に、１項３目施設介護サービス給付費では介護保険３施設、介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設のうち、介護療養型医療施設が政権交代により凍結と

なったものの、平成２３年度末をもって廃止とされていたことから、医療療養型病床等へ

の転換がなされたことが要因と考えております。影響額につきましては、介護療養型医療

施設に入所しますと１人当たり月額約３６万円の保険給付費が発生いたしますが、前年度

と比較して月平均で約６人の減となっており、約２，５９２万円の減となったものであり

ます。

２項１目介護予防サービス給付費では、介護予防サービス利用者が、介護予防サービス

の対象となる要支援１、要支援２の認定者数は２月末で２７２人であり、平成２０年４月

の２７１人から、月ごとの増減はあるものの、横ばいの状況となっております。月平均の

サービス利用者数は、平成２０年度と比較しまして、訪問看護で５５．３人から５５．６

人と９．７人の減、訪問看護で１３．５人から７．７人と５．８人の減、通所リハビリテ

ーションで１９．９人から１７．６人と２．３人の減、特定施設入居者生活介護で８．２

人から５．１人と３．１人の減となっており、介護予防サービス給付費の減につきまして

は利用者数の減によるものでありますが、福祉用具購入費及び住宅改修費では増となって

おり、福祉用具の利用や住宅改修などが訪問サービスの利用の減に影響した一つの要因で

ないかと考えております。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 （登壇） 議案第７号でご質問の平成２１年度病院事
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業会計における赤字の要因についてご答弁申し上げます。

平成２１年度の病院事業会計補正予算では、補正後の病院事業収益９７億６，４３２万

円に対しまして、補正後の病院事業費用９８億１，５５２万７，０００円とし、当年度純

損益で５，１４９万５，０００円の欠損となる補正であります。医業収益につきましては、

入院収益でＤＰＣの実施や高度専門医療の実践などにより診療単価は当初予定より２００

円弱の引き上げを見込んでおりますが、一方病床利用率は前年度の７３．４％に比較し、

平成２１年度見込み病床利用率７０．３％と著しく低下しているため、当初予定の入院患

者数より７，９９０人減少の見込み入院患者数となったことが収益減少の大きな要因であ

ります。入院患者数減少の主な診療科は内科、脳神経外科で、内科につきましては慢性的

な疾患による長期入院患者さんの減少が主な要因で、脳神経外科につきましては治療計画、

パスに基づく急性期医療が終了した患者さんの転院などが主な要因となっております。た

だし、平成２２年の２月末現在では病床利用率が７０．８％と上昇してきており、今後に

おいても病床利用率の向上を目指しているところであります。医業費用に関しましては、

新病院開院時に救命集中治療センターを設置するなど地域の中核病院として必要な体制を

整えるため医師、看護師、医療技術員を段階的に採用していること、また高度専門医療の

実践により高額な手術等がふえ、診療材料費が当初予算より増加していることなどが要因

であると考えております。今後におきましては、診療報酬のプラス改定もあり、当院のよ

うな中核病院には有利となる改定と言われておりますが、改革プランに基づいて収益の増

加対策、費用の節減対策などを実施し、健全経営に向け、努力してまいりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 市税については先ほど説明あったとおりで、砂川市にとっても昨年と比

べると１億以上というかなり大きな減収で、うちもやっぱり影響受けているということで

す。ただ、平成２１年度では予算の、当初予算の見方がよかったのかどうか、その段階で

は余り大きな減ということにはなっていなかったということが今わかりました。それで、

各基金のことは今後の質問に控えて、いや、備えて、お伺いをしたということで、つまり

この３月の補正段階で１１億円以上の基金、いざとなったときに使えるという基金が今あ

るということですよね。これはこの確認で終わります。

それから、病院会計の繰出金の関係何で聞いたかということなのですけれども、今総務

部長お答えになられたのは今回の補正でふえた分ということが主で答えられていたと思っ

ているのですけれども、２回目ではそもそも病院があるから、つまり交付税で算入される

分が一回一般会計に入って、それを病院会計に繰り出すのだろうという仕組みなのだとい

うふうに思うのですけれども、大体年間で決まっていると思うのです。基準的なものとい

うのですか、地方交付税で決められている病院があるから来るお金というのが、それもし

わかっていれば、大体平均的な金額でいいのですけれども、どのぐらいになるのかなとい
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うのを教えていただきたいです。というのは、先ほど言いましたとおりで、年数によって

若干というか億の単位で違ってくる場合があるものですから、一般会計で病院にゆとりが

あるときは少し減らそうかなとか、ふやそうかなというような、そういうことがあるのか

どうかということをちょっと確認したかったものですから、お答えいただければというふ

うに思います。

それから、介護保険の関係なのですけれども、私は実はこれちょっと心配したのが、特

に介護予防サービスでは、保険給付費で地域密着型介護サービスがこの２，７００万の減

というのは２０％の減になっていくのです。先ほどの介護予防サービスの関係でも介護予

防サービス給付費の減が全体の１６％減ということになっているものですから、ただ介護

地域密着型の関係においては建設されるべくグループホームが全部ではなくて半分程度で

すか、でなったのでという今お答えだったので、なるほどそれで２，６００万ほぼ減額の

原因ということになっているのだろうというのは理解できたのですけれども、この年度、

多分介護予防の関係でその心配があらわれているのではないかなというふうにちょっと思

っているのが、要介護の認定というのはこの年度、今年度相当判定の基準が変わったとい

うことがあるように聞いていまして、つまり今まで要支援で認められていた人が要支援で

認められなくなってしまったりとか、あるいは介護度が高かった人が低く認定されてしま

っているとかという状況があると思うのです。これ砂川でも、私の聞いている範囲でも、

今まで介護度４だった人が今現在２になってしまったと。たまたまその方のサービスの内

容が介護度２でも同じサービスが受けられるということなので、そのまんまになってはい

て、実質的なマイナスというのはなかったのですけれども、ただ特に介護予防サービスの

給付費の１，１００万の関係、減の関係でいくと、それぞれのサービスが減っている原因

として１６％、１，１００万円のサービスの減額補正ということになるのです。ここに先

ほど言った介護認定の変化、変わり方、あるいは少し厳しくなったということが影響して

いるのではないかというふうに考えるのですけれども、この辺はどんなようになっている

のかをご質問をいたします。

そして、今度病院の関係ですけれども、いつも大体同じようなお答えになっているので

すが、これ相当大変な状況ではないかと私は思っているのは、先ほど繰出金も当初の予算

よりも国の見方は病院に対する見方が少し市立病院には有利に働いて、７，８００万ほど

いつもの年よりもふえたはずなのです。ところが、最終的な収支を見ると、去年が１億３，

０００万円の赤字、ことしが５，１００万円の赤字というふうに２年間連続で続いてしま

ったのです。これは、本当に市民の皆さんも心配しているのです。病院が新しく建つ。大

きな借金を抱える。もうすぐ新病院が、新本館が開院するという、この時期に赤字が出て

しまったということなのです。この赤字の原因が入院患者さんの減というような話が特に

局長のほうから出てきましたけれども、もう少しちゃんとした分析ってないのかなと実は

思っていまして、確かに入院患者さんは減っているのですけれども、入院収益はふえてい
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るのです。ふえているというか、去年とほぼ同じような横ばいです。外来収益は２億、３

億ほど減っていますけれども、こちらのほうはほぼ薬剤のほうが院外薬局になってしまっ

たので、薬代を患者さんから、外来患者さんからもらえていないので、こんなものかなと

いうふうに思うのですけれども、驚くのは給与費の医業収益に対する比率なのですけれど

も、５９．１％になるのです。これ５０％が、人件費が５０％を超えると、ちょっと大変

だよというのが普通の数字なのです。数値なのですけれども、今回今年度のこの補正を見

ますと５９．１％。しかも、この人件費の中には１億数千万円の減があるのです。それは、

このたび私たちも落ちましたけれども、期末手当の減という形で１億数千万円の人件費の

減がありながら、これ５９．１％。これを仮に人事院の勧告がなかったとしたら、６０％

超えてしまうのです、この人件費というのが。これ何でこんなに人件費がふえてしまって

いるのかということを２回目にお伺いするのですけれども、材料費は院外薬局にした結果、

これ何と去年と比べると、昨年度ですけれども、８億円も減になっているのです。この分

が全部人件費のほうに回ってしまったのかなというふうにも思うのですけれども、人件費、

看護師さん、お医者さんがたくさんいるから人件費が高くなる、比率が高くなるのだと思

うのですけれども、これを解消するためにはとにかく医業収益をふやすしかないというこ

とになるのですが、ちょっと５９％というのは異常に高いのではないかなというふうに思

っているのですけれども、この辺のところをどういうふうにこれ病院としては考えていら

っしゃるのかお伺いするのと、この平成２１年度の月別の病床利用率を教えていただきた

いと思います。

以上です。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員の２回目の総括質疑に対する答弁は、休憩後に行います。

午後１時まで休憩します。

休憩 午前１１時４６分

再開 午後 １時００分

〇議長 北谷文夫君 休憩中の会議を開きます。

引き続いて総括質疑を続けます。

小黒弘議員の２回目の総括質疑に対する答弁を求めます。

総務部長。

〇総務部長 善岡雅文君 それでは、私のほうから病院への平均的な繰出金の額並びに市

でその額をふやしたり、減らしたりできるのかについてお答えを申し上げます。

市立病院の繰出金でございますけれども、１４年から２１年まででおおむね６億３，０

００万から６億９，０００万ほどの繰り出しをしてございまして、この中身につきまして

は普通交付税算入分、特別交付税分、それから老人病棟の償還分、それから看護学校にか

かわる部分等のルールがございまして、交付税算入分につきましては病院事業債２２．５

％の交付税算入がございますけれども、医療機器等でこれらの増減があれば当然交付税の
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算入分も変わってくるということで、その年度によって若干差が出てきます。ただ、１７

年度ですか、ちょうど１６年から１８年にかけて三位一体改革がございまして、砂川市の

交付税総額もおおむね５億ほど落ちたという経過がございまして、１６年に行政改革を実

施いたしまして、１６年の１２月手当、それから１７年の６月手当について７％の手当の

削減を行ったというのがございまして、そのときに病院のほうの歳出のほうも人件費が落

ちているということで行革のご協力を願ったところで、繰り出しについてその落ちた分相

当額を繰り出しを抑えたということがございます。ただ、これはあくまでも一般会計が三

位一体で厳しかったという例外的な措置であって、本来的にはこのルールにのっとって、

ルール分にのっとって、砂川市から病院に交付税算入分等の分は出さなければならないと

いうふうに考えているところでございます。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 介護予防サービス給付費の１，１６４万円の減額補正の関係で

本年４月に判定基準が改正され、改正前では要支援１、要支援２に認定された方が改正後

では認定非該当となったことも影響しているのではないかというご質問でありますけれど

も、要支援１と要支援２の平成２０年度、平成２１年度の認定者数について申し上げます

と、要支援１は平成２０年４月が１８５名、２１年３月が１７５名で１０名の減でありま

す。本年１月末では１７２名とやや減少傾向にありますけれども、横ばいの状況でありま

す。また、要支援２は平成２０年４月で７３名、２１年３月で８２名、本年１月末では８

９名とやや増加傾向にあります。国の指針として平成２１年４月から９月の間の認定にお

いて要介護度、要支援度が下がった場合は本人の申し立てにより従来の介護度とすること

になり、本市におきましては介護度が下がった方８名に対し、４月から９月まで再申請の

勧奨を行ったところであります。また、本年１０月以降の介護度認定基準でありますけれ

ども、４月以降調査項目が８２項目から７４項目に減少したものの、それぞれの項目の判

定基準を従来どおりに見直したところでありますので、平成２１年４月の判定基準の見直

しによる認定者数がかなり減少したというふうには考えていないところであります。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 給与費の比率が高いというご質問でございます。これ

につきましては、給与費の対医業収益比につきましては平成１９年度５１．０％、平成２

０年度５５．９％、平成２１年度見込みとして５９．１％と年々上昇しておりますけれど

も、この原因につきましては患者数の減少及び平成２０年度から外来患者の院外処方変更

により医業収益が減少したこと、また先ほど申し上げましたとおり新病院のための段階的

職員の採用、さらには病院機能評価やＤＰＣ算定の基礎となる医療技術員の２４時間の勤

務体制などいわゆる入院環境の整備、さらには院内の感染対策、医療安全対策などにより

専任や専従職員が必要というような状況があったことであります。いわゆるこれらがＤＰ

Ｃ、いわゆる包括診療の算定ケースとなることも含めまして、人件費の増になった要因で
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もあります。ただ、いずれにしても今後においては人件費比率については収益を上げなけ

ればならないということもございますし、十分これらについては見直しを検討しなければ

ならないというふうに考えております。

もう一点、病床稼働率でございます。今年度の病床稼働率を４月から申し上げますと、

４月につきましては７０．５％、５月６９．０％、６月７１．５％、７月６７．５％、８

月６８．４％、９月７１．２％、１０月７３．６％、１１月については７０．８％、１２

月６９．８％ということで、この辺につきましては大体７０％で推移してきましておりま

すけれども、１月が７０．７％、さらに２月は７６．３％と、１月の後半から８０％台が

１月で２日ございまして、２月におきましても８０％台が３日ございまして、２月では７

６．３％、それに３月につきましては、まだ先週の４日間でございますけれども、平均で

は７８．７％と一応上昇している状況にありますけれども、これについては亜急性病床の

活用等も含めて、今、年度末においては稼働率が上がっているというような状況でござい

ます。

〇議長 北谷文夫君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 介護保険あるいは一般会計についてはわかりました。

病院はわからないのですけれども、僕も何回もここで同じことを言って、同じ答弁が正

直。ただ先が見えて、だれかが言ってくれるのなら、僕はこれ以上質問はしなくていいの

です。一々掛け算して、割り算して、人件費を一回一回見て言っていってもという感じに

今なっているのですけれども、ただここで議会が黙ってしまったらどうにもならないなと

いうのもあるので、もう少ししゃべらせてもらうと、この質問しようと思って、私は平成

１６年というのがどういう年かというと、最後に、この近辺で最後に純利益を２億円以上

上げた年なのです。１６年というのは５年前なのです。それからはどんどん、どんどん下

がって、下がって、ついにマイナスになって、マイナスが２年連続というふうになっては

きてしまったのですけれども、今の人件費、給与費の比率という関係にしても、もう少し

はっきりと先の見えるようなお答えを僕は欲しいのです。それは、議会も今までずっと、

おい、このまんまで新しい病院になっていって、看護師さん足りるのかと、お医者さん足

りるのかと言ってきているのです。当然そういう結果になってくる。それでいて、多分ふ

やしてきているのだと思うのです。さっき言った平成１６年では、お医者さん４７人だっ

たところが、今お医者さん７３人、４７人から７３人になっています。看護師さんだって、

准看も含めて２８９人が今は４０３人になっているわけで、これだから当然人件費が上が

るの決まっているわけです。だから、新しい病院になったときには、このスタッフでどれ

だけの収益を上げてくれるのかなというところが一番のポイントなわけです。

今古い病院のまんまでやってきていて、人だけはふえているのだから、それは人件費が

高くなっていってしようがないとは僕は思うのです。でも、今の局長のお話でいくと、そ

うではないように聞こえてしまうのです。これまでもこうやって何回も去年から、その前
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から利益が五十何万、五百何十万円になってしまったころから僕が言っているのは、これ

から一体どういうふうになっていけば、この病院というのは何とか収益もできて、新しい

病院がうまく回転していってもらえるのだろうかというお話をしてきたつもりです。では、

それには７対１看護だ、ＤＰＣになったら、院外処方になったら無駄な薬は置かなくて済

む、いろいろなことを言われてきました。では、その言われてきたことが結果としてどう

なっているのかなという総括が、それこそ総括が病院の中でどのように行われているのか

なというのが一番、いや、行われていないのではないかなと思うことが私の一番の心配な

のです。今の人件費の高いところの、この現状がどういう形でこうなのだとはっきり言っ

てもらえれば、それはそれで認めざるを得ないのです。だけれども、残念ながら答えがい

つも同じようにしか僕は聞こえないので、より不安になるということなのですけれども、

この辺のところというのは本当にどうなのでしょうか。僕は今素人ながらに勝手にしゃべ

ってしまっているのですけれども、これだけお医者さんや看護師さんをふやしていってい

るということが、当然ちゃんとした目的があってこうなっているのですよね。それを私は

お話しいただければなというふうに思っていましたけれども、何となく今のお話ではちょ

っとわかりづらかったのかなというふうには思います。

予算委員会もありますので、これ以上言ってもしようがないかなと思いながらお話しし

ています。一般質問も病院のことをお伺いしますので、今の人材、このふえてきた人材と

いう方々は当然必要な方々であるのですよねという質問。それから、これから先救命救急

の関係もあるし、あるいは総合の内科医さんを今確保しようとしているような動きもある。

これよりもまだ新病院になっていったときには、やっぱりスタッフ、お医者さんも看護師

さんもこれよりまだふえていくのかどうかという点も含めて、もう一度お答えをいただき

たいと思います。

以上です。

〇議長 北谷文夫君 市立病院事務局長。

〇市立病院事務局長 小俣憲治君 実は収益のことでお話しさせていただきますと、収益

につきましては医師の増も含めて、診療科の内容も厚くなったということも含めて、いわ

ゆる１８年度については３万２，４６３円であったのが、今現在２１年度は４万１，００

０円ほど見込んでおります。それだけ医療の質を高めてきているのも現状でございます。

それで、先ほどからお話しいただいている今後の新しい病院含めても、どのような人材、

適正な人材が必要なのかということになりますと、当然今の段階では、今の医療を適正に

やるためには、今の人数は必要だというふうには考えております。ただ、新しい病院にな

りますと、当然救急、救命救急の問題もありますから、これについては当然医師も増員さ

れますし、それに合ったやはり看護体制も整備していかなくてはいけないと。そうなりま

すと、当然人件費ふえるということになりますけれども、逆に言えばそれによって今以上

の収益を上げるということも必要ですし、先ほどもちょっと触れておりませんけれども、
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ＤＰＣという包括診療そのものも将来的、将来というよりは、現状もやはり病院それぞれ

の機能、人を含めた配置基準の中で、その機能を有することによって計数的にも単価が高

くなりますから、当然それについても入院収益としては見込めるというような考えでおり

ます。

〇議長 北谷文夫君 副市長。

〇副市長 小原幸二君 （登壇） 基本的に平成２２年の考え方と申しますか、病院の会

計については、従前から見ると相当職員がふえているというような状況がございます。そ

ういう状況の中で、先ほど事務局長のほうからもお話があったように病床の利用率等々が

落ちてきているというような状況を含めて、職員がふえていて、職員が一定の数でも医業

収益が落ちれば当然結局その比率は上がると、こういう状況があります。でも、この病院

の経営という部分については非常に難しい部分がございます。そんな関係で平成２２年度

については、結局我々が幾らお話をしても、なかなか医療担当者と申しますか、ドクター、

お医者さんについてはなかなか理解を得られないという部分もございます。そんなような

部分がございますから、結局平成２２年については、医療コンサルの結局経費については

予算化しておりますので、そこら辺について結局しっかりした医療コンサルを入れた中で

総合的な経営についてしっかり検討していきたいというふうに考えておりますので、いず

れにしても新年度、新しい病院が開館をすると、開院をするというような形になると、い

ろんな経費がかかってくると思います。そんなような部分も含めて、新年度しっかり医療

コンサルを入れて検討してまいりたいというふうに考えておりますので、今しばらくお待

ちをいただければというふうに考えております。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 （登壇） それでは、私は平成２１年度一般会計補正予算について１点

だけ総括質疑をさせていただきます。

民生費の住宅用火災警報器の助成についてであります。先ほどの提案の説明では５５７

万円の減額になっておりまして、対象人数１，２５３人のうち市長の行政報告では５１３

世帯、先ほどの市民部長の説明では６６３世帯を予定しているというふうに言われており

ますけれども、非常にこの対象者の申請が少ないです。これ６６３だと約半分ぐらいしか

ならないですけれども、この少ない要因をどう分析されているのか、まず最初にお伺いし

たいというふうに思うのです。

ご承知のとおり住宅用火災警報器の設置については、既存住宅でも来年の平成２３年の

６月１日までに設置が義務づけられておりますし、そのために最近２月下旬に市長名で各

町内会長あてにこの制度の活用図るべき周知の依頼が昨年の９月と今回２度ほど再度あり

ました。でも、この回覧の申し込みの期日は３月３１日というふうになっていて、あとわ

ずかしかないのです。そういう点で、この制度はこれでやめてしまうのかどうなのかです、

私の次に聞きたいのは。というのは、ことしに入って１月、２月、砂川市の火災が４件あ
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りまして、うち住宅火災が３件と、残念ながら死亡者も発生するという状況もあります。

そういう状況のもとで消防のほうでは防火対策としてこの火災警報器の設置をさらに一層

呼びかけるという状況にもなっておりますし、また来年６月１日までの設置義務の点で、

これまでは市民の意識も低かった点もあるというふうに思いますが、結局あと１年という

ところで皆さんの中にもいろいろさまざまな意識高揚も上がってきて、この１年でやはり

できれば全世帯にこれを設置して、そして安心、安全なまちづくりを進められればという

ふうに、幸いと思うわけですけれども、今年度のみで助成金を打ち切ってしまうのか、新

年度は全くやる考えないのか。

この２点についてお伺いいたします。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 （登壇） 住宅用火災警報器助成事業についての制度の延長、

継続をする考えということでございますけれども、住宅用火災警報器助成事業の延長の考

え方ですが、住宅用火災警報器助成事業は昨年の７月臨時議会において、国の地域活性化

・経済危機対策臨時交付金を財源とし、既存の住宅にも火災警報器設置義務化が平成２３

年６月から始まることから、市民税が非課税の世帯で高齢者世帯、重度身体障害者世帯、

ひとり親世帯及び生活保護受給世帯を対象とし、助成対象世帯を１，２５３世帯と見込み、

予算の議決をいただいたところであります。助成事業につきましては、申請受け付けを昨

年９月１日から開始し、今年度いっぱいの３月３１日までを申請期間とし、実施しており

ますが、助成世帯数は予算計上時に見込んでいた世帯を下回ることから、最終的な見込み

を６６３世帯とし、今回入札による減と合わせ、５５６万８，０００円の減額補正とした

ところであります。住宅用火災警報器助成事業の延長についての考えですが、９月１日の

申請受け付け時から現在まで広報すながわに２度のチラシの折り込みや、昨年９月と今年

２月には町内会での回覧、そのほか消防における単身高齢者世帯訪問時に助成制度の説明

を行うなど、さまざまな機会を利用して周知活動に努めたところであり、住宅用火災警報

器助成事業については住民の方々に十分周知が行き届いているものと考えております。以

上のことから、住宅用火災警報器助成事業につきましては、当初の予定のとおり今年今月

３１日をもって終了することとしておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

また、これら申請世帯数が伸びていない分析でありますけれども、これまでの申請のあ

った世帯を比較しますと、持ち家世帯が８９．３％、借家世帯が１０．７％ということで、

対象となる方の持ち家の方については申請していただいていると。ただし、借家について

は、大家さんが既に設置済みなのか、あるいは借家ということで申請を控えているのか、

いずれにいたしましても借家の方の申請率が低いというふうに分析をしております。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 職員の皆さんも今言われたように一生懸命広報やその他で徹底をして、

これは町内会も含めてそうなのですけれども、助成対象者もそうですけれども、そうでな



－31－

い一般の市民の意識もまだまだ今までは低かったのです、なかなか設置すれと言ってもそ

うならなかった現状があったりして。ただ、私は今回の火災の教訓も含めて、かなりいろ

んなところで私たちもお話しすると、ことしやっぱり砂川で火災があったり、死亡事故が

起きたということから、やはりつけていたら安全、安心だよという、そういう話は広まり

つつあって、やっぱり市民の意識が弱い、今言われたように借家の人の意識が弱いという

点もあるでしょうけれども、やっぱりこの意識をどう高めていくかというのは、やっぱり

行政側もそうですし、我々地域の人間も含めて、大事な点だなというふうに思っています。

そして、やはり我々自身がさらなる努力をして、一番大事な市民の生命と財産、安全を守

るということは地方自治の一番大事な根幹にもかかわるわけですから、そういう点で先ほ

ど申し上げましたように来年の６月１日まであと１年少しになりました。先ほど言いまし

たように消防署も、最近は連続火災もあったりして、かなり啓蒙活動に努力を入れて、も

しそれがついていれば、もし火災があっても死亡にもならないというようなことにもなっ

てきたし、もう一つ私どもの関係でいえば、同じ時期にテレビの地デジ化が始まるのです、

来年から。それで、今盛んにこれまで利用者の方は余り火災警報器については、本当は一

生懸命売り込めばいいのだというお話もあったのだけれども、なかなかそういう形には見

えなかったのですけれども、たまたま最近は地デジのテレビの中でエコポイントがありま

して、このエコポイントで火災警報器の設置をという運動が市内でも物すごく広がってい

るのです。ですから、私はこれからの１年間が非常にそういう意味では市民の意識の高揚

も高めて、できれば助成を受けれない世帯も、それから助成を受けれる世帯も含めて、全

世帯が警報器をつけて安全を守っていくことが大事でないかなというふうに考えておりま

す。当初私どもが一般質問、私が一般質問したときは、市民が自分の財産を守るのは自分

自身の責任だというご答弁いただきましたけれども、先ほど答弁ありましたように国の交

付金の制度ができて、昨年７月の補正予算でできたわけですけれども、私やっぱりこれま

だ結局９月から３月までですから、半年間で市民の皆さんにまだまだ広報とか、いろんな

宣伝しているといっても、わからない点があるのでないかというふうに考えるのです。そ

れで、ぜひこれを来年の３月まで延長して、そしてこの助成する世帯だけでなくて、全市

民がやっぱりそれを設置するという、そういう防火の運動とあわせてやっていく必要があ

るのでないかというふうに考えますので、これはさっき部長の答弁では打ち切ってしまう

という話ですけれども、市長の政策にかかわる話ですので、市長はこの政策予算について

全くお考えないのかどうなのか、この点だけお伺いしておきたいと思います。

〇議長 北谷文夫君 市民部長。

〇市民部長 井上克也君 ３月３１日をもってということでありますけれども、先ほどご

答弁申し上げましたとおりこれら市民周知に努めてまいりました。そこには、助成制度の

そういった申請と相まって、２３年の６月からは義務化されますよということを広報、そ

して折り込み、そして町内会のご協力を得ながら市民に周知してきたところでありまして、
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今議員さんおっしゃるとおり全世帯がということについては、この助成制度の活用と、そ

れから義務化という周知は十分いろんな形でできたのでないかというふうに考えています。

先ほど９月、２月にそれぞれチラシを折り込んだという話もしましたけれども、９月１日

号、１１月１日号、そしてまた１１月１５日号には特集の消防の記事、これらでそういっ

た義務化についても周知図りました。また、今後３月１５日号においても、３月３１日ま

での助成制度ということとあわせまして、義務化のことについても広報していくというこ

とであります。また、町内会のご協力も得ました。あるいは、民生児童委員のそれぞれの

ご協力も得ました。また、消防組合のほかには社協便り、これにつきましては昨年の１０

月号の社協便りでありますけれども、これらを周知してきたというような状況からいけば、

社会福祉課のみならず、市全体として広報媒体を活用しまして、それぞれ市民周知を図っ

てきたという点では、義務化についても市民の方々に周知が図られたのではないかという

ふうに考えています。また、１回目でご答弁すればよかったのですけれども、この制度に

つきましては昨年の国における地域活性化・経済危機対策臨時交付金、これらを財源とし

ておりまして、これらについてはそれぞれ国のほうに実施計画として提出しております。

こんなことから、これにつきましてはあくまでも平成２１年度ということで、これについ

ては財源使わなければ返納しなければならないというようなことからいけば、その実施計

画全体の中でこの国からの交付金を有効に使おうという考え方でございまして、これにつ

いて繰り越すという状況にはないことをご理解いただきたいというふうに考えてございま

す。

〇議長 北谷文夫君 土田政己議員。

〇土田政己議員 国の臨時交付金の関係は、これはわかるのですけれども、それはそれで

制度ですから、どうしてもこれだけれども、本当はもったいない話です。返納、もし返納

しなければならないというのであれば、本当にもったいない話なのでして、私たちの町内

会でも皆さん方の中で、全体では今部長言われたように火災警報器の問題についての徹底

はできるのですけれども、幾ら町内会でも非課税世帯か何だかとわからないのです、だれ

がどうなっているかということ。ただ全世帯に回覧をするということしかできないので、

市でいえば例えば１，２５３世帯と押さえて、だれだれがと押さえているわけですから、

これは以前も話あったが、何かプライバシーとか、いろんなこと言いましたけれども、だ

けれどもこれ半分の世帯しかもし設置していないのであれば、市町村によってはちゃんと

その世帯に行政から連絡を出しているのです。何もプライバシーの保護にも何もひっかか

るものでは。町内会でそれは、そんなことやれば大変なことになりますし、また、また我

々わからないのが当たり前ですから、そうなのですけれども、行政としてやっぱりやって、

そして１００％とは言わぬでも、やっぱり九十何％ぐらいまでに。とにかく５０％弱で、

そして五百何十万円も予算が残るというのが、本当にこれ市民の生命と安全に係る大事な

部分なので、３月まで、あといっぱいまで何日もありませんから、３月１５日の広報でや



－33－

ったり、また今我々も町内会でしているけれども、どれだけの方が申請されるかわかりま

せんけれども、いずれにしてもわからない方多いのです。助成制度の中身もそうだけれど

も、警報器の設置についてなかなか市民の人がやっぱり理解できていないと、私の町内会

もそうなのですけれども。ですから、我々もこのやっぱり１年間がやっぱり勝負だし、業

者の人も先ほど言ったようにさまざまな動きをしていただいておりますから、やっぱり全

世帯に取りつけて地域の安全を守る、そういう取り組みをぜひ進めていきたいというふう

に考えているのですけれども、そのときこれ、この交付金は活用できないのはわかりまし

たけれども、市独自でも、大した予算は必要ないのですけれども、市長は全くそういうこ

とはする考え、お考えないのかどうなのか、最後にお伺いしておきたいと。

〇議長 北谷文夫君 市長。

〇市長 菊谷勝利君 （登壇） 当初土田議員さんからもお話ありましたように何とかこ

れ全世帯に行き渡るようなというお話もありましたけれども、基本的には個人の財産は個

人で守っていただきたいというお話をした経過ありまして、今回これに踏み切ったのはあ

くまでも国の助成があるから、これ踏み切ろうということでやった経過あるわけです。し

たがって、国の補助金があって、それに基づいて市民の該当する方々を含めていろいろ連

絡を密にしながらやってまいりましたけれども、結果的には、形上十分でなかったかどう

かは別として、半分ぐらいしか、６００ちょっとしかつかなかったという経過あるのであ

りますから、ただ私どもとすればせっかく補助金あるのにつかないという問題ありまして、

これが今月の３１日をもって国へ返還をしなければならないということなものですから、

これをただ１年延長ということにはなかなかならない。延長するということは、市が単費

でやらなければならないという問題がありまして、全く裏腹な問題が出てまいりますもの

ですから、現時点では３月３１日をもって打ち切りをするというふうに考えています。

〇議長 北谷文夫君 他にご発言ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

以上で議案第１号から第７号までの一括総括質疑を終わります。

お諮りいたします。

ただいま議題となっております７議案は、議長を除く議員全員で構成する第１予算審査

特別委員会を設置し、これに付託して会期中審査を行うことにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、そのように決定いたしました。

◎休会の件について

〇議長 北谷文夫君 お諮りします。

第１予算審査特別委員会における審査が終了するまで本会議を休会することにご異議あ

りませんか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、これで本会議を休憩いたします。もとへ、休会いたします。

◎散会宣告

〇議長 北谷文夫君 以上で本日の日程はすべて終了いたしました。

本日はこれで散会といたします。

散会 午後 １時３７分


